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第１ 意見の趣旨 

  消費者庁、国民生活センターおよび消費者委員会の地方移転に反対する。 

 

第２ 意見の理由 

１ はじめに 

  当研究会は，昭和５７年，先物取引被害ないし投資被害の予防と救済を目的として

設立された，全都道府県に所在する，数百名の弁護士からなる団体である（http://ww

w.futures-zenkoku.com/）。 

  当研究会の扱う先物取引被害ないし投資被害は深刻な消費者被害であり,その予防

や被害救済,投資の適正なルール作り等については,まさに消費者行政の充実が要請さ

れるところ,現在，消費者庁、国民生活センター及び消費者委員会の地方移転が具体的

に議論されており,これが実現されれば消費者行政の機能不全が真剣に懸念される。 

 当研究会はこの移転に，以下のとおり強く反対するものである。 

 

 ２ 消費者庁（消費者委員会）の地方移転について 

 （１）今般の消費者庁の徳島県への移転は，政府の「まち・ひと・しごと創生本部」の

中の「政府関係機関移転に関する有識者会議」（以下「有識者会議」という。）に

おいて議論されている。 
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  この有識者会議は移転の提案として受け付けないものとして，官邸と一体となり

緊急対応を行う等の政府の危機管理業務を担う機関や中央省庁と日常的に一体とし

て業務を行う機関に係る提案，移転した場合に機能の維持が極めて困難となる提案

を挙げているが, 消費者庁はまさにこれらの受け付けられない提案に当たる。 

  消費者庁は，２００７（平成１９）年に発覚した食品偽装問題や２００８（平成

２０）年１月に発覚した中国産冷凍餃子への毒物混入事件などをきっかけとして, 

同年６月２７日の閣議決定「消費者行政推進基本計画～消費者・生活者の視点に立

つ行政への転換」を経て，２００９（平成２１）年９月，消費者・生活者が主役と

なる社会への転換の起点となり，消費者行政の司令塔的役割を果たすべきものとし

て創設された。    

  そして，実際，食品や製品の生産・流通・販売・安全管理，金融，教育，行政規

制・刑事規制など多くの領域に関わる消費者問題について，各省庁と密接な連携を

図って業務を遂行することとなり，また，消費者行政の総合調整権限として閣議決

定たる消費者基本計画を実行するため，司令塔的立場から官邸，関係省庁や国会と

の直接協議も行うこととなった。そして，消費者関連法の立法や改正についても各

省庁との調整・協議を行う機関となっている。    

  そうであるのに，関係各省庁が未だ東京に留まる中で，消費者庁のみが現在地か

ら遠く離れた遠隔地に移転しては，機能不全に陥ることは明らかである。 

    ICT の技術が発達してきたことは確かかも知れないが，消費者庁は，関係各省庁

や後述する国民生活センター，これに様々な形で関わる各消費生活センターや消費

生活相談員，その他消費者行政に関わる全ての「人」と連携を図っていくことが必

要不可欠であり，スカイプ会議や電話会議でこれらの連携を迅速・的確に行うこと

は不可能であって，地方移転は，消費者庁の機能を壊滅させてしまうものである。 

 （２）また消費者庁は，消費者安全に関する重大事故発生時には，官邸と連絡を取りな

がら，関係大臣等を本部員とする緊急対策本部を速やかに開催し，関係省庁とも連

携して事態に対処しなければならない。 

例えば，２０１３年（平成２５年）１２月２９日，冷凍食品から農薬（マラチオ

ン）が検出されたため，事業者から自主回収するとの発表がなされた事件では，消

費者安全法を踏まえ，消費者庁は直ちに消費者向けに注意喚起した。 

これらの対応は，消費者庁が遠隔地にあった場合は不可能であって，重大事故に

よって消費者の生命身体に甚大な被害が発生する虞れを招くものである。 

 （３）消費者委員会の地方移転についても念のため触れておくと，消費者委員会は消費

者庁等からの諮問事項を審議するほか，任意のテーマを自ら調査して他省庁への建

議等を行うという監視機能を有している。また消費者委員会は現在学者及び実務専

門家ら非常勤の委員１０名から構成され，委員会打ち合わせや会議等を多数回行っ

ているところ，遠隔地に移転した場合の機能低下や委員の負担は計り知れない。 

  

 ３ 国民生活センターの地方移転について 

 （１）国民生活センターは，いわゆる PIO-NET 情報（全国の消費生活相談情報）を集約・

分析し，一般消費者や地方自治体に情報を発信するほか，相談情報を分析した結果
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に基づいて，消費者庁や各省庁の消費者関係法制度の不備や見直しの問題提起を行

う機能を担っている。国民生活センターは消費者庁や消費者委員会と緊密な連携を

図ることにより，政府全体の消費者行政を推進する役割があるのであり，消費者庁，

消費者委員会及び国民生活センターは，相互に連携しつつ一体的に消費者政策の司

令塔機能を発揮することが求められる組織である。 

    各省庁と離れてしまっては，その機能が適切に果たされないことは消費者庁や消

費者委員会と同様である。 

 （２）国民生活センターは，いわゆる「経由相談」によって，消費生活センター・消費

生活相談員らの窓口支援を行う中核機関としての役割もある。そして，この「経由

相談」を行う専門的知識と経験を要する職員の多くは非常勤であり，国民生活セン

ターが遠隔地，特に徳島に移転してしまった場合は，退職を余儀なくされる可能性

が高い。そうなると，各地の消費生活センターの機能も併せて低減される事になり

かねない。 

    また，紛争解決委員会（ＡＤＲ実施機関）において事業者と消費者の出席を求め

和解の仲介手続を行っているところ，その実施も阻害される。 

 

 ４ 結論 

   以上のとおり，消費者庁（消費者委員会）及び国民生活センターが地方へ移転すれ

ば消費者行政の機能は壊滅し，先物取引被害をはじめとする投資被害の拡大を招くこ

とは必至である。 

当研究会は消費者庁・国民生活センター・消費者委員会の地方移転について強く反

対する。 

以上 


